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＜ニュースの内容＞ 

 各地の保育所等の取り組み ～静岡県焼津市の状況と取り組み 

 「社会福祉施設における衛生管理について（平成 9 年 3 月 31 日付け社援施第 65 号厚生省大臣官房障害

保健福祉部企画課長・社会・援護局施設人材課長・老人保健福祉局老人福祉計画課長・児童家庭局企画課長連名通知）」 

等に関する Q&A について（厚生労働省） 

 「新型コロナウィルス感染症の発生に伴う社会福祉法人の運営に関する取扱いについて

（その 2）」に関する Q&A の送付について（厚生労働省） 

 「子どもの見守り強化アクションプラン」の実施について（厚生労働省） 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ 各地の保育所等の取り組み 

～静岡県焼津市の状況と取り組み～ 

今号の「全国保育士会委員ニュース」では、全国保育士会 村松幹子 会長より、村

松会長が園長を務めるたかくさ保育園がある静岡県焼津市の状況と保育所等の取り組

みをご報告いただきます。 

焼津市の状況 

 4 月 16 日（木）に緊急事態宣言の対象が全国に拡大され、焼津市も緊急事態

措置を実施すべき区域に指定されたことを受け、焼津市から、民間保育園組織

の代表に、民間保育園の対応についての相談がありました。既に公立保育園は

登園自粛と決定していたため、民間保育園もそれに合わせるという方針が決ま

りました。 

 その方針を受け、4 月 21 日（火）から 5 月 6 日（水）までの間、感染防止の

ため、登園を控えるようにという、焼津市による保護者あての自粛要請のお願

いの文書が発出されました。ここには保育料の減額の対応についても記載され

ました。 
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 その後、緊急事態宣言の延長を受け、5 月 6 日（水）に、5 月 20 日（水）ま

での登園自粛の延長が決定し、同じように保護者あて文書が発出されました。

ここには給食費の考え方が示され、市内の全保育園で 4 月 21 日から 5 月 20 日

までの期間、保育料と同様、減額をするということが決定されています。 

たかくさ保育園の状況と取り組み 

 登園自粛が始まって、当園では多い時で約 3 割、少ない時で約 2 割の利用が

あります。勤務が終了したと言って早くにお迎えに来られる方も見られるよう

になりました。給食は毎日提供していますが、食材の発注の都合上、5 月 7 日

以降の利用については保護者から申し出を受けるようにしています。また、7

時から 19 時までの延長保育を利用している子どもは通常よりも若干少なくな

っています。 

 密を避けることができない保育園において、保育士は常に緊張感と感染リス

クの不安を抱えながら保育を実施していますが、園での生活は、通常の保育で

展開されている日課や保育計画を丁寧に展開しています。また、清掃、消毒等、

衛生管理を徹底しています。 

 併設されている子育て支援センターも現在、休所中です。その中でできるこ

とをと考え、ジャンルを問わない「子育てワンポイント情報」を SNS や保育園

の HP で毎日、発信しています。また、自粛の延長を受け、保育園でも「ちょ

こっと通信」を発信することになりました。お散歩で見つける草花の紹介、お

散歩の目的地の紹介や見どころ、積み木遊びの作品や廃材等を使った制作物の

紹介などをしていく予定です。市内の各園でもそれぞれの強味を活かした発信

の工夫をしていくことと思いますが、感染が終息した時には取り組みを集約し

て事例集ができるのではないかと思っています。 

さらに丁寧に一人一人に向き合った保育を 

今後の登園自粛の報告をしてこられた保護者が「保育士さんのありがたみを

ひしひしと感じています」と話しておられました。一方で、久しぶりに登園し

てきた子どもが、これまでになかった後追いをする様子も見られます。  

日常の保育においても子どもたちの心に寄り添った保育を展開していますが、

このような時だからこそ、さらに丁寧に一人一人に向き合っていく必要性を感

じています。また、保護者に対しても電話などで連絡が入った時には近況をお

伺いし、少しでも保育園を感じていただきたいと思っています。 
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◆ 「社会福祉施設における衛生管理について（平成 9

年 3 月 31 日付け社援施第 65 号厚生省大臣官房障害保健福

祉部企画課長・社会・援護局施設人材課長・老人保健福祉

局老人福祉計画課長・児童家庭局企画課長連名通知）」 等

に関する Q&A について（厚生労働省） 

令和 2 年 4 月 27 日、厚生労働省は標記事務連絡を各都道府県・指定都市・中核市

民生主管部局宛に発出しました。 

本事務連絡は、通知「社会福祉施設における衛生管理について」の「大量調理施

設衛生管理マニュアル」が適用されない社会福祉施設についても、可能な限りマニ

ュアルに基づく衛生管理を求められていることから、次の Q&A が示されています。 

 

問 1 衛生管理通知では、「マニュアルは同一メニューを 1 回 300 食以上又は 1

日 750 食以上提供する調理施設に適用するものであるが、社会福祉施設に

おける食中毒を予防するため、適用されない社会福祉施設についても、可

能な限り本マニュアルに基づく衛生管理に努められるよう管下の社会福

祉施設に対して周知願いたい」とされているが、新型コロナウイルス感染

症対策の影響で生鮮食品を当日に仕入れる体制の確保が難しい場合は、ど

のような対応が考えられるか。 

○ 原材料の納入について 

社会福祉施設における給食の原材料の納入に関しては、衛生管理通知で引用す

るマニュアルⅡ1（5）において、「缶詰、乾物、調味料等常温保存可能なもの

を除き、食肉類、魚介類、野菜類等の生鮮食品については 1 回で使い切る量を

調理当日に仕入れるようにすること」とされている。この点について、新型コ

ロナウイルス感染症対策の影響で生鮮食品を当日に仕入れる体制の確保が難

しい場合には、保存や調理に関して引き続きマニュアルに基づく衛生管理に努

めるよう留意した上で、当日ではなく前日に仕入れるなど柔軟な対応をとるこ

ととして差し支えない。 

本文等の内容の詳細は下記ホームページの「51」をご確認ください。 

■厚生労働省トップページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 子ども・子育て> 子ど

も・子育て支援 > 保育関係 > 保育所等における新型コロナウイルス対応関連情報 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html
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◆ 「新型コロナウィルス感染症の発生に伴う社会福

祉法人の運営に関する取扱いについて（その 2）」

に関する Q&A の送付について（厚生労働省） 

令和 2 年 4 月 27 日、厚生労働省は標記事務連絡を各都道府県・指定都市・中核市

社会福祉法人担当課宛に発出しました。 

本事務連絡は、令和 2 年 4 月 14 日付けで「新型コロナウィルス感染症の発生に

伴う社会福祉法人の運営に関する取扱いについて（その 2）」が示されていますが、

その内容についての考え方について示したものです。 

 

問 1 4 月 14 日付け事務連絡の対象は、同日時点で緊急事態宣言の対象であった

千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県の 7 都府県以

外の 40 道府県も含むと考えてよいか。 

（答） 

お見込みのとおり。4 月 14 日時点における緊急事態宣言下の都道府県に限ら

ず、現に新型コロナウィルス感染症の全国的かつ急速なまん延の抑制を図る観

点から業務に支障が生じている全国全ての社会福祉法人が対象となるものであ

る。全国全ての所轄庁において、事務連絡を踏まえ、柔軟に対応されたい。  

問 2 4 月 16 日付けで緊急事態宣言の対象地域が全国に拡大されたことに伴い、

当該事務連絡の取扱いに変更はあるのか。 

（答） 

4 月 14 日付け事務連絡は、そもそも全国を対象にしたものであるので、変更

はない。 

問 3 4 月 14 日付け事務連絡では、「現にやむを得ずこれらの作業に支障が生じて

いる場合」とあるが、「支障」の要件は何か。また、事務連絡を適用するにあ

たっては、所轄庁から事前に了承を得ておく必要があるのか。 

（答） 

  1 当該事務連絡における「支障」については、新型コロナウィルス感染症の全

国的かつ急速なまん延の抑制を図る観点から当該法人において執った措置

であればよく、個別具体的な要件を設定しているものではない。 

例えば、法人内での感染防止のため職員の出勤抑制を行ったことによる決算

書類作成の遅延、外出自粛要請を受けての監事監査の延期等が考えられる。 

2 また、当該事務連絡の適用にあたっては、上記の「当該法人において執った

措置」について、所轄庁への事前協議等の手続きを必須としているもので

はない。 
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本文等の内容の詳細は下記ホームページの「2020 年 4 月 27 日掲載」の一番下の

PDF ファイルをご確認ください。 

■厚生労働省トップページ  > 政策について > 分野別の政策一覧  > 健康・医療 > 健康 

>感染症情報> 新型コロナウイルス感染症について > 社会福祉・雇用・労働に関する情

報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00110.html 

 

 

◆ 「子どもの見守り強化アクションプラン」の実施

について（厚生労働省） 

令和 2 年 4 月 27 日、厚生労働省は標記通知を各都道府県知事・指定都市市長・児

童相談所設置市市長宛に発出しました。 

本通知は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による学校休業や外出自粛等に

より、虐待の発見や対応が難しくなっていることが懸念されていることを踏まえ、

「子どもの見守り強化アクションプラン」を実施することを周知するものです。  

 
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00110.html
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本文等の内容の詳細は下記ホームページの「2020 年 4 月 27 日掲載」の一番上の

PDF ファイルをご確認ください。 

■厚生労働省トップページ  > 政策について > 分野別の政策一覧  > 健康・医療 > 健康 

>感染症情報> 新型コロナウイルス感染症について > 社会福祉・雇用・労働に関する情

報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00110.html 
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